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1. 背景と目的 

近年，自動運転技術は急速に発展し，自動運転

を導入することで交通流の効率化が期待されてい

る．また，将来的には完全自動運転が交通ネット

ワークに大きな変化をもたらすと考えられる．世

界に目を向けると，アメリカでは自動運転タクシ

ーが導入されている 1)ほか，中国では自動運転バ

スが公共交通機関として利用される 2)など，他国

では日本より高いレベルで自動運転の社会実装が

進んでいる状況である．日本国内では，政府が

2025年を目標に自家用車は，高速道路上での自動

運転レベル 4 の実現，そして，物流・サービス

は，2025年以降を目標に高速道路上での自動運転

レベル 4 の実現を目指している（国土交通省

20233））．政府はこの目標の実現に向け，新東名

高速道路において，自動運転車専用レーンを活用

したトラックの自動運転実証実験を進めており，

その普及が具体化しつつある．しかし，政府の目

標にもあるように，自動運転レベル 4 の導入は，

歩行者や自転車の侵入がない高規格道路（自動車

専用道）から優先される．一方で，歩行者や自転

車が存在する低規格道路での自動運転レベル 4 の

導入は，技術革新が進んだとしても，数年後の未

来に実現する可能性は低いと考えられる．つま

り，自動運転というソフト的な技術の発展とそれ

に対応したハードの整備にはタイムラグが存在す

ると思われる． 
したがって，自動運転車普及過渡期では，道路

種別によって経路選択行動が異なる状況が生じる

と考えられる． 
次に，自動運転車（以下，AV）が導入される

ことによる交通ネットワークへの影響について考

える．その影響は，ミクロな側面とマクロな側面

の二つに分けられる．まずミクロな側面として，

AV は車間・路車間通信が可能になることで，交

通容量の増加が見込まれる．よって，ミクロな交

通制御を行うことで効率的な交通流状態を達成す

ることが可能であると考えられる．しかし，この

ようなミクロな交通制御を前提とした研究が行わ

れているものの，ミクロな制御のみでは交通ネッ

トワーク全体としては限定的な効果しか生まない

こ と が 示 さ れ て い る （ A. Talebpour et al 

20174））．一方でマクロな側面として，AV の普

及が進むにつれ，経路選択といったよりマクロな

制御が可能になると考えられる．具体的には，

AV の経路を中央集権的に誘導することによっ

て，ネットワーク全体の効率化を図るような施策

が考えられる．また，完全自動運転の環境下で

は，人々が移動時間中に他の活動を行うことが可

能となるため時間価値が低下し，利用者の移動時

間に対する感度が低下すると考えられる．したが

って，経路誘導施策への受容性が高まると考える

ことができる．以上を踏まえ，ネットワークの効

率化を考える上では，マクロな施策を前提とした

交通流予測について議論の余地がある． 
以上より，自動運転車普及過渡期における道路

施策を検討するためには，経路誘導を考慮した交

通量配分モデルの構築が必要となる．そこで次

に，関連する既往研究を整理する．自動運転導入

を考慮した交通量配分モデルに関する研究は大き

く二つに分類される． 
一つは，同一ネットワーク上で自動運転車と手

動運転車が混在する状況を扱う研究であり，

Morandi (2024)5)や Wang et al. (2019)6)が挙げられ

る．これらの研究では，車両種別ごとに異なる経

路選択基準を導入した均衡配分モデルが提案され

ている．しかし，空間的にエリアを分離し，エリ

アごとに異なる行動原理を適用する状況は想定し

ていない． 
もう一つは，自動運転エリアと手動運転エリア

をエリア別に考え，エリアごとに経路選択が異な

る状況を想定した研究で，Roy et al. (2021)7)や

Chen et al. (2017)8)が挙げられる．これらの研究

は，本研究が想定する状況に近い．しかし，自動

運転エリア内のコストを平均値や最小値として仮

想リンクに置き換えるなど，利用者が実際に経験

する移動時間を考慮していない仮定が含まれてい

る．したがって，厳密な均衡状態を表現している

とは言えない． 
以上を踏まえ本研究では，高規格道路において

は完全自動運転が適用され，オペレーターによる

経路誘導が行われる一方，低規格道路では，ドラ

イバーによる経路選択が行われるフェーズにおけ

る交通流を予測し，適切な道路施策の在り方につ
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いて検討することを目的とする． 
 

2. モデルの定式化 

2.1 記号の説明 

本研究では以下の記号を使用する．また，複数

の都市内ネットワークℎ(∈ 𝐻)を想定し，各都市内

ネットワークにリンク集合やノード集合を定義す

る．以下では，添字ℎを付した記号は都市内ネッ

トワークℎに固有の集合を，添字のない記号はそ

れらを統合した全体集合を表す． 
 

OD 需要に関する記号 

𝑊：OD ペア集合 

𝑞௥௦：OD ペア𝑟𝑠(∈ 𝑊)間における交通需要 
 
都市内ネットワークに関する記号 

𝑊：OD ペア集合 

𝑞௥௦：OD ペア𝑟𝑠(∈ 𝑊)間における交通需要 

𝐻：都市内ネットワーク集合  

𝐴௜௡
௛ ：都市内ネットワーク ℎ(∈ 𝐻)における 

           リンク集合 

𝐴௜௡：都市内ネットワークにおけるリンク集合 

   i. e. , 𝐴௜௡ = 𝑈௛∈ு𝐴௜௡
௛  

𝐴௩௜௥
௛ ：都市内ネットワーク ℎ(∈ 𝐻)における 

      仮想リンク集合 

𝐴௩௜௥：都市内ネットワークにおける 

             仮想リンク集合, i. e. , 𝐴௩௜௥ = 𝑈௛∈ு𝐴௩௜௥
௛  

𝐸௛：都市内ネットワーク ℎ(∈ 𝐻)における 

         ゲートノード集合 

𝐸：都市内ネットワークにおけるゲートノード集合 

    i. e. , 𝐸 = 𝑈௛∈ு𝐸௛ 

𝑒௡
௛：都市内ネットワークℎ(∈ 𝐻)における n 番目の

ゲートノード𝑛 ∈ ℕ 

𝑁௜௡
௛ ：都市内ネットワークにおけるノード集合 

        （ゲートノードを除く） 

𝑁௜௡：都市内ネットワークにおけるノード集合 

        （ゲートノードを除く）, i. e. , 𝑁௜௡ = 𝑈௛∈ு𝑁௜௡
௛  

 

都市間ネットワークに関する記号 

𝐴௢௨௧：都市間ネットワークにおけるリンク集合 

𝑁௢௨௧：都市間ネットワークにおけるノード集合

             ൫ゲートノードを除く൯ 

 

2.2 問題設定 

2.2.1 仮定 

本研究における交通量配分モデルの定式化にあ

たり，以下の仮定を設ける 

仮定 1： 

対象とするネットワークは，高規格道路で構成

される都市間ネットワークと，低規格道路で構成

される都市内ネットワークの二層で構成されてい

て，両ネットワークは図 1 緑色で示されるゲート

ノードを介して接続されている． 

 

 

図 1 2 層構造ネットワーク 

仮定 2： 

ネットワーク内を走行する車両はすべて AV で

あり，自動運転モードと手動運転モードの切り替

えが可能である．都市間ネットワークでは自動運

転モードで走行し，都市内ネットワークでは手動

運転モードに切り替えて走行する．ただし，本研

究では，都市内ネットワークにおいて，ドライバ

ーによる手動運転が行われ，利用者は自身が認知

する移動時間に基づいて経路を選択する．この経

路選択行動は，移動時間に対する認知誤差を考慮

した確率的利用者均衡に従うものとする．一方で，

都市間ネットワークにおいては，全車両が完全自

動運転を行い，オペレーターによる中央集権的な

経路制御が実施される．このとき，オペレーター

は，ネットワーク全体の総旅行時間を最小化する

ことを目的とした経路誘導を行う． 

 

以上の仮定より，本研究では，高規格道路と低規

格道路が併存する道路ネットワークを対象とした

交通量配分モデルを構築する．低規格道路におい

ては，利用者の移動時間に対する認知誤差を考慮

した確率的利用者均衡状態が成立すると仮定する．

一方で，自動運転エリアにおいては，低規格道路

の利用者行動を満たす均衡条件を制約とした上で，

ネットワーク全体の総旅行時間を最小化するよう

な経路誘導を行う． 

 

2.2.2 仮想リンクの導入 

本研究では，都市内ネットワークにおける確率

的利用者均衡配分の結果を都市間ネットワークの
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最適化問題に効率的に組み込むため，「仮想リン

ク」および「仮想ネットワーク」を導入する．前

節の仮定に基づくと，本問題は都市間ネットワー

クと都市内ネットワークが相互に依存する構造を

持つ．特に確率的利用者均衡条件は非線形性が強

く，大規模なネットワーク全体で解くことは計算

負荷の観点から困難である．そこで本研究では，

都市内ネットワークの複雑なリンク構造をそのま

ま最適化問題に組み込むのではなく，ゲートノー

ド間のコストを「期待移動費用」として表現し直

すアプローチをとる．具体的には，図 2 にあるよ

うに，あるゲートノード OD ペア間に存在する都

市内ネットワークの期待移動費用を，単一のリン

クコスト関数として表現したものを「仮想リンク」

と定義する．確率的利用者均衡モデルにおいて，

利用者の期待移動費用（以下，ログサム）はログ

サム変数として導出される．このログサム値は，

都市内ネットワークにおける複数経路の移動費用

を，利用者の確率的経路選択行動を考慮した形で

集約した指標であり，都市内への流入交通量に依

存して変動する関数である．図 4 左図に示す，実

ネットワークにおける都市内ネットワーク上のリ

ンクを仮想リンクに縮約したネットワークを図 3

に示すような「仮想ネットワーク」とする． 
 

図 2 仮想リンク 

 

図 3 仮想ネットワーク 

 

2.3 交通量 

本節では，実ネットワークおよび前節で導入し

た仮想ネットワークについて，交通量の定義を行

う．実ネットワークは，有向グラフ𝐺൫𝑁௜௡
௛ ∪

𝐸௛ , 𝐴௜௡
௛ ൯として表現される．一方，仮想ネットワ

ークは有向グラフ𝐺(𝑁௢௨௧ ∪ 𝐸, 𝐴௢௨௧ ∪ 𝐴௩௜௥)として

定義される． 

初めに，仮想ネットワークについて考える．仮

想ネットワークにおいて，以下に示す交通量保存

則が満たされている． 

𝑞௥௦ = ෍ 𝑓௞
௥௦    , ∀𝑟𝑠 ∈ 𝑊

௞∈௄ೝೞ

(1) 

ここで，𝐾௥௦は仮想ネットワーク内の ODペア𝑟𝑠

間の経路集合を，𝑓௞
௥௦は仮想ネットワーク内の OD

ペア𝑟𝑠間の𝑘番目の経路の交通量を表わす．また，

仮想ネットワークにおけるリンク交通量は，各経

路の交通量の総和であり，以下のように与えられ

る． 

𝑥௔ = ෍ ෍ 𝑓௞
௥௦𝛿௥௦,௞,௔    , ∀𝑎 ∈ (𝐴௢௨௧ ∪ 𝐴௩௜௥)

௞∈௄ೝೞ௥௦∈ௐ

(2)
 

𝑓௞
௥௦ ≥ 0    ∀𝑘 ∈ 𝐾௥௦, ∀(𝑟, 𝑠) ∈ 𝑊 (3) 

𝛿௥௦,௞,௔ = ൞

1   リンク a が仮想ネットワーク上の        

OD ペア𝑟𝑠間の経路𝑘上に存在している    

0   それ以外             
  

次に，都市内ネットワークℎ(∈ 𝐻)について考え

る．ゲートノード集合𝐸௛の全ゲートノードペア

を都市内ネットワークℎのゲートノード OD ペア

とし，𝑊௛を都市内ネットワークℎのゲートノード

OD ペア𝑟ᇱ𝑠ᇱ(∈ 𝑊௛)集合とする．ここで，仮想ネ

ットワークにおいて決定される仮想リンク交通量

は，都市内ネットワークへの流入交通量として解

釈され，各都市内ネットワークにおける OD 需要

を決定する． 

𝑞௥ᇲ௦ᇲ
௛ = ෍ 𝑥௔𝛿௥ᇲ௦ᇲ,௔

௛     ∀𝑟ᇱ𝑠ᇱ ∈ 𝑊௛ , ℎ ∈ 𝐻

௔∈஺ೡ೔ೝ
೓

(4) 

𝛿௥ᇲ௦ᇲ,௔
௛  = ൞

1   リンク𝑎の始点ノード𝑟ᇱおよび                

終点ノード𝑠ᇱが含まれる場合           

0    それ以外               
  

仮想ネットワークと同様に，都市内ネットワーク

の交通量は以下の条件を満たす． 

𝑞௥ᇲ௦ᇲ = ෍ 𝑓௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛     , ∀𝑟ᇱ𝑠ᇱ ∈ 𝑊௛

௞ᇲ∈௄ೝᇲೞᇲ

(5)
 

𝑓௞ᇲ
௥ᇲ௦ᇲ

≥ 0     ∀𝑘ᇱ ∈ 𝐾௥ᇲ௦ᇲ , ∀(𝑟ᇱ, 𝑠ᇱ) ∈ 𝑊௛ (6) 

𝑥௔ᇲ = ෍ ෍ 𝑓௥ᇲ௦ᇲ,௞
௛ 𝛿௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ,௔ᇲ     , ∀𝑎 ∈ 𝐴௜௡

௛

௞∈௄ೝᇲೞᇲ௥ᇲ௦ᇲ∈ௐೖ

(7)
 

𝛿௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ,௔ᇲ = ቊ
1    リンク𝑎が経路𝑘ᇱ上に存在している  

0    それ以外                

  
ここで，𝐾௥ᇲ௦ᇲ

௛ はゲートノード ODペア𝑟ᇱ𝑠ᇱ(∈ 𝑊)

間の経路集合；𝑓௞
௥ᇲ௦ᇲ

は経路𝑘ᇱ(∈ 𝐾௥ᇲ௦ᇲ
௛ )の交通量；

𝑥௔
ᇱ はリンク𝑎ᇱ(∈ 𝐴௜௡

௛ )の交通量を表す． 

 

2.4 都市内ネットワークと確率的利用者均衡 

本節では，都市内ネットワークにおける交通量
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配分を確率的利用者均衡の枠組みで定式化する．

なお，本研究においてゲートノード間 OD ペアの

交通需要は内生的に決定されるが，本節では後述

の式(12)により与えられるものとして扱う． 
 
2.4.1 都市内ネットワークのコスト 

本項では，都市内ネットワークのリンクコスト

について考える．都市内ネットワークにおける経

路移動費用は，リンク移動時間の総和として与え

られ，式(8)を満たすものとする．また，リンク𝑎

の移動時間𝑡௔(𝑥௔)は BPR 関数によって表現される

と仮定する．したがって，リンク移動時間と経路

移動時間は以下で与えられる． 

𝑐௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ ൫𝐟௥ᇲ௦ᇲ

௛ ൯ = ෍ 𝑡௔ᇲ (𝑥௔ᇲ)𝛿௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ,௔ᇲ
௛

௔ᇲ∈஺೔೙
೓

(8)
 

𝑡௔(𝑥௔) = 𝑡௔
଴ ቆ1 + 𝛼 ൬

𝑥௔

𝑐௔
൰

ఉ

ቇ    ∀𝑎 ∈ (𝐴௢௨௧ ∪ 𝐴௩௜௥) (9) 

𝑡௔はリンク𝑎の旅行時間，𝑡௔
଴は自由流旅行時間，𝑐

は交通容量，𝛼, 𝛽は BPR 関数のパラメーターをそ

れぞれ表す． 
 

2.4.2 相補性問題 

仮定 3 に基づき，都市内ネットワークの交通流

は，ドライバーの認知誤差を考慮した確率的利用

者均衡状態にあると定義する．本研究では，経路

選択確率がロジットモデルに従うと仮定する．こ

のとき，都市内交通流の均衡状態は，式(10)-(11)
に 示 す 非 線 形 相 補 性 問 題 (Nonlinear 
Complementarity Problem)として定義できる．また，

NCP 問題は，確率的利用者均衡についてクーンタ

ッカー条件を解くことで導出される 9)． 

൬𝑐௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ ൫𝐟௥ᇲ௦ᇲ

௛ ൯ +
1

𝜃
𝑙𝑛𝑓௞

௥ᇲ௦ᇲ
− 𝜆௥ᇲ௦ᇲ

௛ ൰ ∙ 𝑓௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ = 0  

𝑐௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ ൫𝐟௥ᇲ௦ᇲ

௛ ൯ +
1

𝜃
𝑙𝑛𝑓௞

௥ᇲ௦ᇲ
− 𝜆௥ᇲ௦ᇲ

௛ ≥ 0, 𝑓௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ ≥ 0 (10) 

∀𝑘ᇱ ∈ 𝐾௥ᇲ௦ᇲ , ∀𝑟ᇱ𝑠ᇱ ∈ 𝑊௛ , ℎ ∈ 𝐻 

൮ ෍ 𝑓௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ − 𝑞௥ᇲ௦ᇲ

௞ᇲ∈௄
ೝᇲೞᇲ
೓

൲ ∙ 𝜆௥ᇲ௦ᇲ
௛ = 0  

෍ 𝑓௥ᇲ௦ᇲ,௞ᇲ
௛ − 𝑞௥ᇲ௦ᇲ

௞ᇲ∈௄
ೝᇲೞᇲ
೓

≥ 0, 𝜆௥ᇲ௦ᇲ
௛ ≥ 0 (11)

 

∀𝑘ᇱ ∈ 𝐾௥ᇲ௦ᇲ , ∀𝑟ᇱ𝑠ᇱ ∈ 𝑊௛ , ℎ ∈ 𝐻 
ここで，𝜃はロジットモデルの分散パラメーター，

𝜆௥ᇲ௦ᇲ
௛ はゲートノード OD ペア𝑟ᇱ𝑠ᇱ ∈ 𝑊௛におけるロ

グサムを表している． 
 
2.5 システム最適化配分 

本節では，仮想ネットワーク上における交通量

配分について考える．仮想ネットワークでは，仮

定 4 に基づき，システム全体の移動費用が最小化

されるような交通量配分（システム最適化配分）

を行う．ネットワーク全体の交通量配分は，以下

に示すシステム最適配分モデルによって表現され

ると仮定する． 
  

min ෍ 𝑥௔𝑡௔(𝑥௔)

௔∈஺೚ೠ೟

+
1

𝜃
෍ 𝑞௥ᇲ௦ᇲ𝐻௥ᇲ௦ᇲ൫𝐟௥ᇲ௦ᇲ

൯

௥ᇲ௦ᇲ∈ௐᇲ

(12) 

𝐻௥ᇲ௦ᇲ ൫𝐟𝐫ᇲ𝐬ᇲ
൯ = − ෍ ෍

𝑓௞ᇲ
௥ᇲ௦ᇲ

𝑞௥ᇲ௦ᇲ
ln

𝑓௞ᇲ
௥ᇲ௦ᇲ

𝑞௥ᇲ௦ᇲ
௞ᇲ∈௄ᇲ௥ᇲ௦ᇲ∈ௐᇲ

(13) 

Subject to (1)-(7), (10), and (11). 
𝐻௥ᇲ௦ᇲはエントロピーを表している．なお，目的

関数の第 2 項は，エリア内におけるゲートノード

間のログサムを表し，前節で示した𝜆௥ᇲ௦ᇲ
௛ に等しい．

また，エントロピー項（第 2 項）は，確率的利用

者均衡下で定義されるログサムを，目的関数を通

じてモデルに組み込むための表現である． 

以上より，この問題は制約条件に前節で定式化

した確率的利用者均衡モデルの NCP 問題が含ま

れている．つまり，この問題は均衡制約付き最適

化問題(MPEC)である．この MPEC を解くことに

より，都市内ネットワークの確率的利用者均衡状

態を前提とした経路誘導に基づく交通量配分結果

が得られる．ここで，本モデルでは，ゲートノー

ド OD 需要を外生的に与えるのではなく，仮想ネ

ットワークに対するシステム最適化配分問題を解

くことにより内生的に決定している．定式化した

目的関数（式(12)）には，前述の通り都市間ネッ

トワークにおける総旅行時間に加えて，都市内ネ

ットワークの確率的利用者均衡に基づくログサム

項が含まれている．これにより都市内への流入交

通量と都市間の経路誘導が同時に決定される構造

となっている．具体的には，都市内ネットワーク

における確率的利用者均衡条件は制約条件として

モデルに内包されており，その結果としてログサ

ムが，仮想リンクのコストを通じてシステム最適

化配分に反映される．このため，ゲートノード間

OD 需要は，都市内ネットワークの混雑状況およ

び利用者の経路選択行動と整合的に決定される．

すなわち，本モデルでは，都市内ネットワークの

利用者均衡行動を前提としつつ，ネットワーク全

体の観点から最適な交通量配分と都市内への流入

需要が同時に求められる． 
 

3. 数値実験 

本章では，第 3 章で構築した交通量配分モデル

の挙動および有用性を数値実験により検証する．

提案モデルは非線形最適化問題として定式化され

ており，本数値実験における均衡解は本モデルの

特性上，初期値に依存する可能性があるため，複

数の初期値から計算を行い，得られた解のうち総
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旅行時間が最小となったものを最適解として採用

する．本章では，各実験におけるシナリオおよび

ネットワーク設定のもとで得られた最適解を用い

て，モデルの特性を分析する．ここで，本数値実

験において，設定するネットワークは，ベンチマ

ー ク と し て 知 ら れ て い る Nguyen-Dupuis 
Network(1984)10)を用いる．また，BPR 関数のパラ

メーターは，𝛼 = 0.15，𝛽 = 4とし，分散パラメ

ーターは, 𝜃 = 1とする．  
 
本数値実験では図 4 左図に示す 13 ノード・19

リンクで構成されるテストネットワークに適用し

数値実験を行う．図のノード・リンク上の番号は，

それぞれノード番号・リンク番号を示していて，

緑色で示されているノードは起点ノード，オレン

ジ色で示されているノードは終点ノードである．

ここで，ノード 5,7,9,11 がゲートノードに該当す

る．また，図 4 の青色で示されているノードおよ

びリンクから構成される部分を都市内ネットワー

ク，それ以外を都市間ネットワークとする． 
 
本研究では，ノード 1,4を起点，ノード 2,3を終

点とした計 4 組の OD ペアを設定する．また，以

降の数値実験において，断り書きがある場合を除

き，ネットワークの設定は本節で示すものと同様

とする． 
 

図 4 右図は仮想ネットワークを示す．実ネット

ワークにおけるゲートノード OD ペア間の移動は，

青線で示す仮想リンクとして表現される． 
 

図 4 テストネットワーク 

 

表 1 は OD データを示す．各 OD ペアの交通需

要はそれぞれ 400,800,600,200[veh/h]である．  
 

表 1 OD データ 

OD 起点 終点 交通需要 

1 1 2 400 

2 1 3 800 

3 4 2 600 

4 4 3 200 

3.1 基準ケースにおける均衡解 

本節では，本数値実験において設定したネット

ワーク構造および需要条件の下で得られた均衡解

の計算結果を示す．以下，この設定条件の下で得

られた均衡解を，本研究における基準ケース（施

策なし）とする．ここで，リンク混雑率について

は，以下の数式を用いることで算出した． 

リンク混雑率 =
𝑥௔

𝑐௔
 

また，混雑リンク数とは，リンク混雑率が 1 以上

のリンク数の総和である． 
 

表 2 OD ペア 1→2の経路コストと経路交通量 

経路番号 経路交通量 

[veh/h] 

経路コスト 

1 0.0 33.7 

2 0.0 39.1 

3 91.2 38.8 

4 0.0 44.2 

5 308.8 35.7 

 
表 2 より，コストの最も大きい経路は使われて

いない一方で，コストの最も小さい経路も使われ

ていないことがわかる．これは，本モデルでは，

ネットワーク全体で総旅行時間を最小化するよう

な配分を行っているため，利用者均衡配分とは異

なり，必ずしもコストの最も低い経路が利用され

るわけではないことを表している．しかし，アク

ティブな経路に着目すると，アクティブな経路 2
本の中で，コストの低い経路に交通量が集中して

いることがわかる． 
 

表 3 混雑リンク数 

ケース 
混雑リンク数[本] 

自動運転エリア 手動運転エリア 

基準 

ケース 
4 3 

 
表 3 より，自動運転エリアでは，総旅行時間の

最小化（システムの最適化）を目的として交通量

配分が行われているが，渋滞が発生していること

がわかる．  
 

3.2 手動運転エリアの規模を変化させたパター

ン 

3.2.1 実験設定 

本節では，手動運転エリアを拡大させたときの

総旅行時間の変化を確認する．具体的には，以下
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に示す 2 つのパターン「手動運転エリア縮小」

「手動運転エリア無し」を想定する．ここで，本

実験において手動運転エリアは確率的利用者均衡

が満たされるエリアとする．また，手動運転エリ

アは，図 4 中青で示されたノードとリンクを有す

るエリアとする． 
 
手動運転エリアを縮小させたケースにおいては，

図 5 左側に示す実ネットワークと，図 5 右側に示

す仮想ネットワークを想定する．本ケースにおい

ては，ノード 6,7,10,11がゲートノードに該当する． 
 

図 5 手動運転エリアを縮小させたケース 

 

手動運転エリアがないケースにおいて，手動運

転エリアが存在しないため，想定するネットワー

クは図 6 に示す実ネットワークのみである．また，

この場合，利用者はシステム最適化配分に基づい

た経路選択を行う．つまり，このケースでは，利

用者は常に完全自動運転を利用している状況を表

していると言える．  
 

図 6 手動運転エリアがないケース 
 

3.2.2 結果の比較 
 

表 4 総旅行時間比較 

ケース 
基準 

ケース 

手動運転

エリア 

縮小 

手動運転

エリア 

なし 

総旅行

時間

[min] 

78237.3 78199.7 78006.8 

 
表 4 より，手動運転エリアの縮小に伴って総旅

行時間が減少していることがわかる．つまり，利

己的な経路選択の減少が，システムの効率化に寄

与していると示唆される． 
 

表 5 混雑リンク数比較 

ケース 
基準 

ケース 

手動運転

エリア 

縮小 

手動運転

エリア 

なし 

混雑 

リンク数 

[本] 

7 7 6 

 
表 5 より，手動運転エリアの縮小，つまり，経

路誘導を行う範囲が拡大しても，混雑リンク数に

大きな違いがみられないことがわかる．したがっ

て，手動運転エリアの縮小は，混雑緩和に大きく

寄与しない可能性が示唆される． 
以上を踏まえ，手動運転エリアの縮小は，総旅

行時間や混雑リンク数の改善に大きく寄与しない

可能性が示唆される． 
 

3.3 交通容量引き上げ 

本節では，自動運転普及過渡期における適切な

交通施策について検討することを目的とする．ま

た，本数値実験では，施策として以下の 4 つのシ

ナリオを仮定する． 
 

3.3.1 実験設定 

施策 1. 基準ケースの配分結果より，混雑率 1 以上

の都市間ネットワーク内のリンクに対して交通容

量引き上げを行う 
施策 2. 基準ケースの配分結果より，混雑率 1 以上

の都市内ネットワーク内のリンクに対して交通容

量引き上げを行う 
施策 3. 基準ケースの配分結果より，混雑率 1 以上

の都市間ネットワークおよび都市内ネットワーク

のリンクに対して交通容量の引き上げを行う 
施策 4. 施策 1 と施策 2 を組み合わせることによる

相乗効果の確認 
 
交通量の引き上げの際，公平な比較になるよう，

施策 1,2,3 については，引き上げる交通容量の総

和が等しくなるように設定した．具体的には，引

き上げる交通容量の総和が 300[veh/h], 600[veh/h], 
900[veh/h], 1200[veh/h], 1600[veh/h], 1800[veh/h]の 6
つのパターンについて数値実験を行った．さらに，

リンク 1 本あたりの交通容量引き上げは，交通容

量の総和をリンク数で除した値を本実験では使用

した．また，引き上げる交通容量は，引き上げる

交通容量= 𝑐ᇱ [veh/h]とする．施策 3 については，

相乗効果を測るために，引き上げる交通容量は施
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策 1 で引き上げた交通容量の総和と施策 2 で引き

上げた交通容量の総和の和とした．ここで，平均

混雑率は，各エリアに属するリンクの混雑率（リ

ンク交通量を交通容量で除した値）の単純平均と

して定義する．また，紙面の都合上容量引き上げ

前と容量引き上げが最大の場合の容量引き上げ後

のみを結果として表に示す． 
 

3.3.2 結果 

本節では，施策 1,2,3,4 の実験結果を示す．表 6
は施策 1,2,3の総旅行時間の比較，表 7は施策 4の
総旅行時間の結果である．また，表 8 は施策

1,2,3,4 のエリア別の総旅行時間を示したものであ

り，表 9 施策 1,2,3,4 の平均混雑率を示したもので

ある．ここで，∆𝑡とは交通容量引き上げ前の総旅

行時間と交通容量引き上げが最大の場合の総旅行

時間の差である． 
 

表 6 総旅行時間比較-1 

引き上げる 

交通容量の総和 

[veh/h] 

総旅行時間[min] 

施策 1 施策 2 施策 3 

C'=0 78237 78237 78237 

C'=1800 74193 75177 72361 

Δt 4044 3061 5876 

 
表 7 総旅行時間比較-2 

引き上げる交通容量の総和 

[veh/h] 

総旅行時間[min] 

施策 4 

C'=0 78237 

C'=3600 71532 

Δt 6705 

施策 1と 2の和 7105 

 
表 8 エリア別総旅行時間比較 

 Δt 

自動運転 

エリア 

手動運転 

エリア 

施策 1 2964 1080 

施策 2 829 2232 

施策 3 3756 2120 

施策 4 5448 1257 

施策 1+2 3792 3312 

 
表 6 より，施策 1,2 を比較すると，施策 1 と施

策 2 の∆𝑡はそれぞれ 4044[min]，3061[min]である．

つまり，施策 1 の総旅行時間の改善が大きいこと

がわかる．これは，施策 1 の混雑リンク数が 4 本，

施策 2 の混雑リンク数が 3 本と，施策 1 の混雑リ

ンク数が多いため，施策 1 の総旅行時間の改善が

施策 2 を上回った要因として，BPR 関数の特性が

影響している可能性が示唆される． 
次に，施策 1~3 の総旅行時間改善に着目すると，

施策 3 が 5876[min]と最も改善していることがわ

かる．これは，施策 3 の混雑リンクが 7 本である

ため，施策 1と同様に BPR関数の特性が影響して

いる可能性が考えられる．しかし，表 8 に着目す

ると，自動運転エリアにおける総旅行時間の改善

は施策 3 の方が大きいことから，自動運転エリア

と手動運転エリアを同時に改善したことにより，

選択される経路や経路交通量が変化したことによ

り，よりコストの低い経路が選択されるようにな

った可能性があることを示唆している． 
表 7 より，施策 4 の∆𝑡は，施策 1 と 2 の∆𝑡の単

純和と比較して小さいことがわかる．しかし，表

8 より，自動運転エリアに着目すると，施策 1 と

施策 2 の∆𝑡の単純和（3792[min]）よりも，施策 4
の∆𝑡（5448[min]）の改善の方が大きい一方で，

手動運転エリアにおける施策 4の∆𝑡（1257[min]）
は，施策 1 と施策 2 の∆𝑡の単純和（3312[min]）よ

りも小さいことがわかる．したがって，エリア別

にみると局所的に相乗効果が生じている可能性が

示唆される． 
 

表 9 エリア別平均混雑率 

 平均混雑率 

自動運転 

エリア 

手動運転 

エリア 

施策なし 0.92 0.85 

施策 1 0.76 0.82 

施策 2 0.92 0.53 

施策 3 0.77 0.64 

施策 4 0.73 0.56 

 
続いて，平均混雑率に着目すると，表 9 より，

施策 1 では，自動運転エリアと手動運転エリアの

双方に改善がみられた．一方で，施策 2 では，手

動運転エリアのみの改善に留まった．しかし，平

均混雑率の改善度合いに着目すると，施策 1 が

0.19 改善したのに対して，施策 2 は 0.29 の改善で

あった．これは，手動運転エリアにおける，混雑

リンクの割合が，自動運転エリアにおける，混雑

リンクの割合よりも大きいため，交通容量引き上

げによる，平均混雑率の改善が大きい可能性が示

唆される．また，施策 4 に着目すると，自動運転

エリアにおいては，平均混雑率が 0.73であること
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から，施策 1 の 0.76 よりも改善されていることが

わかる．したがって，局所的に相乗効果がみられ

ることが示唆される． 
 

4. 結論 

本研究では，自動運転普及過渡期を想定し，エ

リア別に異なる経路選択基準を考慮した交通量配

分モデルを構築した．具体的には，低規格道路で

は確率的利用者均衡を仮定し，ネットワーク全体

では総旅行時間の最小化を目的とする構造とした．

これらを同時に扱うため，低規格道路の確率的利

用者均衡条件を制約として組み込み，ネットワー

ク全体の総旅行時間最小化問題を MPECとして定

式化した． 
数値実験の結果，システム最適化配分を行った

場合でも，自動運転エリアにおいて混雑が完全に

解消されるわけではないことが確認された．また，

手動運転エリアを縮小しても総旅行時間および混

雑リンク数の改善は限定的であった．交通容量引

き上げ施策については，自動運転エリアへの投資

が総旅行時間の改善により寄与することが確認さ

れた．一方で，混雑率の観点では，手動運転エリ

アへの投資の方が効果的であることが示された．

また相乗効果については，ネットワーク全体では

明確に確認されなかったが，自動運転エリアに着

目すると局所的な相乗効果が確認された． 
以上より，自動運転普及過渡期における道路施

策は，指標によって適切な施策が異なる可能性が

示唆された．また，当該フェーズにおける道路施

策の評価については，ネットワーク全体の指標の

みならず，エリア別の指標を併せて検討すること

が重要であることが示唆された． 
 

5. 今後の課題 

本研究ではテストネットワークを用いてモデル

の挙動を確認したが，実都市ネットワークへの適

用可能性の検証や，大規模ネットワークへの拡張

時における計算効率および解の安定性の評価につ

いては，十分な検討には至っていない．これらは

今後の課題である． 
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